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平成２５年度 東京都・区市町村・関係団体との連携による「多重債務１１０番」の展開について

平成26年1月16日

相談部会資料

　　【多重債務１１０番】

実施時期
　平成２６年３月３日（月）・４日（火）
　の２日間
○　都・区市町村・関係団体による
　　多重債務特別相談を都内全域
　　的に一斉展開
○　各消費生活センターから専門
　　相談窓口に確実につなぐ
　　「東京モデル」を活用
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　「東京モデル」ライン
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【連携】
○東京モデルのノウハウ提供
○法律専門家による電話対応・緊急対応

【広報】
○各自治体・団体の広報紙、
ＨＰ等により集中的に広報を
実施

○「自殺防止！東京キャン
ペーン」との連携による広報
を実施

○都は自ら特別相談（来
所・電話）を実施するほ
か、全体の調整を行う

○法テラス、東京都生活
再生相談窓口の相談
コーナーを特設

○「東京モデル」の活用

既に地域で消費生活相談窓
口と法律専門家のネットワー
クが確立している場合は、そ
の連携を活かして参加

連携・協力ライン

このほかに・・・

【支援型特別相談】
実施主体：区市町村・関係団体
⇒特別相談の実施を都が支援

①都ＨＰによる広報
②区市町村と法律専門家の
　コーディネート

自殺防止対策・
ヤミ金被害防止
対策との連携
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